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業績概要①

<億円> 09/9期 10/9期

増減額

業務粗利益 ① 823 812 △ 10 

資金利益 728 695 △ 33 

役務取引等利益 67 73 5 

特定取引利益 16 7 △ 9 

その他業務利益 10 35 25 

うち 債券関係損益 ② △ 5 24 29 

経費 ③ 397 400 2 

 うち 人件費 199 208 8 

うち 物件費 178 172 △ 6 

実質業務純益 ①-③ 425 412 △ 13 

コア業務純益 ①-②-③ 430 388 △ 42 

■

 

金利低下の影響で資金利益は減少するも、役務取引等利益、債券関係損益の増加でカバー

資
金
利
益

資
金
利
益

役
務
取
引
等
利
益

役
務
取
引
等
利
益

＜億円＞ 10/9期

増減

資金利益 695 △ 33 
国内業務部門 680 △ 28 

うち預貸金 608 △ 24 
貸出金利息 651 △ 46 
預金利息 43 △ 22 

うち有証利息配当金 83 △ 1 
国際業務部門 14 △ 4 

＜億円＞ 10/9期

増減

役務取引等利益 73 5 
役務取引等収益 162 8 

うち投信＋年金保険等 47 11 
投資信託 23 5 
年金保険等 23 6 

うちATM関連手数料 19 △ 1 
うち法人関連手数料※ 3 △ 1 

役務取引等費用 88 2 

52 2 
うちローン関係費用

（団信・保証料）

※私募債・ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・M&A・CLO関連の手数料
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業績概要②

＜億円＞ 適用前 適用後

△ 20 　- 

臨時損益 △ 88 △ 75 

うち不良債権処理額 92 79 

うち個別貸倒引当金純繰入額 12 　- 

うち特定海外債権引当勘定繰入額 　- 　- 

経常利益 344 336 

特別損益 26 34 

うち貸倒引当金戻入益 　- 8 

一般貸倒引当金純繰入額

<億円> 09/9期 10/9期

増減額

実質業務純益 425 412 △ 13 

一般貸倒引当金純繰入額 ④ 52          -           △ 52 

業務純益 373 412 39 

臨時損益 △ 152 △ 75 77 

うち 不良債権処理額 ⑤ 159 79 △ 79 

うち 株式等関係損益 6 △ 8 △ 14 

経常利益 220 336 116 

特別損益 43 34 △ 8 

うち 貸倒引当金戻入益 ⑥ - 8           8 

うち 償却債権取立益 ⑦ 43          32          △ 10 

中間純利益 163 226 62 

実質信用コスト ④+⑤-⑥-⑦ 168 39 △ 129 

連結中間純利益 166 233 66 

連単差 2 7 4 

■

 

実質信用コストが大きく減少し、経常利益・中間純利益は期初計画を上回る

実
質
信
用
コ
ス
ト　

 
増
減
内
訳

実
質
信
用
コ
ス
ト　

 
増
減
内
訳

＜億円＞ 10/9期

増減

△ 20 △ 72 
不良債権処理額 92 △ 67 

新規発生
（債務者区分悪化）

75 △ 79 

担保 16 △ 1 
回収等(含引当率低下） 0 13 

信用コスト 71 △ 139 
償却債権取立益 32 △ 10 

実質信用コスト 39 △ 129 

一般貸倒引当金純繰入額

期初計画期初計画

320320

200200

205205

貸倒引当金繰入額の合計が戻入となっ
たため、合計額を「貸倒引当金戻入益」
として特別利益に計上

貸
倒
引
当
金
戻
入
益

貸
倒
引
当
金
戻
入
益

※上記会計処理が適用されなかったもの

 
として、前年同期と比較

8585
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資金利益

変動金利住宅ローン金利更改変動金利住宅ローン金利更改
△△0.400.40％％
[09/6[09/6～～]]

日銀金融緩和日銀金融緩和

■

 

預貸金ボリュームは堅調に増加、預貸金利差の縮小は一服

国内業務部門預貸金平残国内業務部門預貸金平残

67,188
70,322 71,427 71,930

50,000

60,000

70,000

08/9期 09/9期 10/9期 11/3期

82,643 84,710 86,243 86,251

60,000

70,000

80,000

90,000

08/9期 09/9期 10/9期 11/3期
（通期計画）

（通期計画）

（億円）

（億円）

貸
出
金

貸
出
金

預
金
預
金

国内業務部門預貸金利回り国内業務部門預貸金利回り

1.97
1.90

1.81 1.79

0.12
0.15

0.09 0.080.6

1.0

1.4

1.8

2.2

09上 09下 10上 11/3期

0.0

0.4

0.8

1.2
（％）

（％）

貸出金利回り

預金※利回り

1.82%

（通期計画）

※ 除くNCD

△△0.10%0.10%

1.78% 1.72% 1.71%

（億円）

＜億円＞ 10/9期

09/9期比

平残要因 利回り要因

資金利益 695 △ 33 

国内業務部門 680 △ 28 

うち預貸金 608 △ 24 9 △ 34 

貸出金利息 651 △ 46 10 △ 57 

預金利息 43 △ 22 1 △ 23 

うち有証利息配当金 83 △ 1 2 △ 4 

国際業務部門 14 △ 4 

資金利益増減要因資金利益増減要因

（％）

10/3期 11/3期

1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ

貸出金 2.02 1.93 1.92 1.88 1.82 1.80

預金 0.15 0.15 0.13 0.11 0.10 0.09

預貸金利差 1.87 1.78 1.79 1.77 1.72 1.71

国内業務部門預貸金利回り（四半期）国内業務部門預貸金利回り（四半期）

△△0.15%0.15%
△△0.07%0.07%

+1.5%+1.5%

+1.8%+1.8%

（（参考）参考）
銀行全体の対前年銀行全体の対前年

貸出金増減率貸出金増減率

△△1.81.8％（％（10/910/9月中）月中）
※「貸出資金吸収動向等」より※「貸出資金吸収動向等」より

固定金利オペ
[09/12・10/3]

成長基盤強化
[10/6]
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貸出金の状況

（億円）

10/3末 10/9末

10/3末比

 国内貸出金 71,158 71,929 770 

除く公共 68,359 69,038 678 

事業者向け 42,853 43,069 215 

大・中堅企業 12,509 12,583 74 

中小企業 30,344 30,486 141 

消費者ローン 25,505 25,969 463 

うち住宅ローン 24,449 24,949 500 

 公共 2,799 2,890 91 

うち財務省 499 499 △ 0 

 国内貸出金 71,158 71,929 770 

千葉県内店 54,578 55,078 499 

県外 16,579 16,850 270 

11,729 11,684 △ 44 

4,850 5,166 315 

大企業向け店舗
（県外特別店　　）

個人・中小企業向け店舗

（県外特別店以外）

■

 

中小企業向け貸出、住宅ローンが順調に増加

国内貸出金増減内訳国内貸出金増減内訳

（億円）

30,238
30,260

30,344

30,486

30,000

30,200

30,400

30,600

09/3末 09/9末 10/3末 10/9末

（億円）

中小企業向け貸出残高中小企業向け貸出残高

※東京営業部・新宿支店・大阪支店

※

22,675

23,477

24,449

24,949

20,000

22,000

24,000

26,000

09/3末 09/9末 10/3末 10/9末

10/910/9期実行実績期実行実績

1,5531,553億円億円
（計画：1,500億円）

住宅ローン残高住宅ローン残高
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有価証券の状況

■

 

金利リスクをコントロールしつつ、収益を確保

4,897 4,406
3,288 2,710 2,414

1,483
1,465

1,544
1,413 1,399

9,532
9,759

8,342

6,911 7,053

7,270

4,686

6,319

8,651 8,439

23,184

20,318
19,495 19,686

19,307

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 10/9末

有価証券末残有価証券末残※※

国債国債

株式株式

外貨建有価証券外貨建有価証券

社債他社債他

※

 

評価損益を除くベース

（億円）

3.4
3.6 3.7

3.9

3.5
3.2

2.7
3.1

0

2

4

09/3末 09/9末 10/3末 10/9末

円貨債券平均残存期間円貨債券平均残存期間

固定利付債のみ固定利付債のみ

全体全体

（年）

（参考）アウトライヤー比率（10/9末）：6.3％

アウトライヤー
比率

＝＝

金利リスク
（金利ショックに対する経済的価値の減少額）

自己資本（TierⅠ+TierⅡ）

⇒20％を超えると当局によるモニタリングの対象となる

1,898

1,442
1,292 1,287

25.4 22.2 21.8

53.8

0

1,000

2,000

01/3末 09/9末 10/3末 10/9末

-60

-40

-20

0

20

40

60

株式簿価株式簿価※※ととTierTierⅠⅠに占める割合（連結）に占める割合（連結）

株式簿価株式簿価

株式簿価の連結株式簿価の連結TierTierⅠⅠに対する割合に対する割合

※その他有価証券で時価のあるものの取得価格

（億円）

（％）
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役務取引等利益

■

 

金融商品販売の増加により、引き続き収益の増加を目指す。

539

214

380

622

517

314

488

763

488

900

749

600

1,057

528

869

1,238

1,385

1,500

0

500

1,000

1,500

08上 08下 09上 09下 10上 10下

投資型金融商品販売（半期毎）投資型金融商品販売（半期毎）

（億円）

年金保険販売年金保険販売

株式投信販売株式投信販売

（計画）

90

63
67

73 73 76

172

146
153

160

△ 82 △ 82 △ 85 △ 86

162

△ 88
△ 100

△ 50

0

50

100

150

200

08上 08下 09上 09下 10上 10下

（億円）

役務取引等利益（半期毎）役務取引等利益（半期毎）

役務取引等利益役務取引等利益

役務取引等収益役務取引等収益

役務取引等費用役務取引等費用

（計画）

09/309/3期期

153153億円億円
10/310/3期期

141141億円億円
11/311/3期（計画）期（計画）

150150億円億円
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経費

CRMCRM
システム稼動システム稼動

店舗新設店舗新設

新営業店新営業店
システム稼動システム稼動

店舗リニューアル店舗リニューアル

（億円）

09/9期　 10/9期　 11/3期　

09/9期比 （計画） 10/3期比

経費 397 400 2 815 11

人件費 199 208 8 415 11

物件費 178 172 △ 6 357 △ 2

税金 20 20 △ 0 43 2

OHR 48.1 50.8 2.6

■

 

経費削減の徹底により、人員増加や店舗新設・システム改善の影響を抑制

経費増減内訳経費増減内訳

4,081

4,296
4,217

4,367

284
218

160

3,500

4,000

4,500

09/3末 09/9末 10/3末 10/9末 11/3末 11/9末

0

200

400

600（人）

従業員数従業員数

期初新卒採用人数期初新卒採用人数

（人）

（億円）

10/9期（半期実績） 11/3期（通期計画）

人件費 +8 +11

物件費 △6 △2

物件費・人件費の主な増減要因物件費・人件費の主な増減要因

人員数増加等（+5）

派遣社員直雇用化（+3）

人員数増加等（+7）

派遣社員直雇用化（+3）

経費削減（△7）

派遣社員直雇用化（△3）

システム更改・店舗新

 

設・移設等（+3）

経費削減（△13）

システム関連[営業店ｼ

 

ｽﾃﾑ・CRM等]（+5）

店舗新設・移設等（+7）

業務効率化・預金保険

 

料等（+3）

派遣社員直雇用化（△3）

従業員数（含む出向者）従業員数（含む出向者）

営業力強化に向けた投資営業力強化に向けた投資

システム投資 店舗新設・リニューアル

10/下～
三郷中央支店移転オー
プン予定

11/3～

10下に5拠点リニュー
アルオープン予定

八千代支店リニューアル（10/10）

専門相談窓口専門相談窓口
「コンサルティ「コンサルティ
ングラウンジ八ングラウンジ八
千代」設置千代」設置
365365日稼動全自日稼動全自
動化貸金庫設置動化貸金庫設置
金庫レス店舗化金庫レス店舗化

10/7

より最適なタイミングでより最適なタイミングで
最適な提案が可能に最適な提案が可能に

EBM機能 FP機能

（見込み）（見込み）
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信用コスト

（億円）

10/3期 11/3期

上期 下期 上期 下期

（実績） （実績） （実績） （見込み）

① 52 △ 45 △ 20 △ 7

不良債権処理額 ② 159 97 92 112

うち新規発生 154 86 75 95

うち担保下落 18 16 16 15

信用コスト ①+② 211 52 71 105

264 177

償却債権取立益 ③ 43 26 32 20

実質信用コスト ①+②-③ 168 26 39 85

194 125

一般貸倒引当金純繰入額

■

 

不良債権処理は減少傾向。保守的に年度計画を見込む。

実質実質信用信用コストコスト

20

372

194

125

36

0

100

200

300

400

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期

33bpbp

55bpbp

実質信用コスト率実質信用コスト率
（（対貸出金末残）対貸出金末残）

5353bpbp

1717bpbp

2727bpbp

実質実質信用信用コストコスト内訳内訳

（億円）

（見込み）

期初計画比

△△4545
※上期下ぶれ分※上期下ぶれ分

 

（△（△4545）を反映）を反映

1010bpbp

39

1010上上

※4ページに記載の会計処理（貸倒引当金戻入益の計上）を実施しなかったも

 

のとして表示

△△55

期初見込期初見込

110110

9595

2020

105105

210210

2020

8585

170170
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不動産取引業向け貸出

当行営業地域内の土地取得
資金の制限を一部緩和

■

 

不動産取引業からの損失は沈静化、リスクを見極めつつ地域の資金需要には前向きに対応

不動産取引業向け貸出内訳不動産取引業向け貸出内訳

1,780

2,513
2,715

2,149

1,694 1,731

0

1,000

2,000

3,000

06/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 10/9末

（億円）

不良債権処理額（不動産取引業・その他）不良債権処理額（不動産取引業・その他）

27
50

84
111 109

83 8113
8

54

100

50

14 11
41

139

211

159

97 92

58

0

50

100

150

200

07上 07下 08上 08下 09上 09下 10上

不動産取引業不動産取引業

不動産取引業以外不動産取引業以外

（億円）

（億円）

10/3末 10/9末

構成比 10/3末比 構成比

国内貸出金 71,158 100.00% 71,929 770 100.00%

うち不動産業 14,566 20.47%  14,889 323 20.70%  

不動産賃貸・管理業 12,164 17.10%  12,547 382 17.44%  

不動産取引業等 2,401 3.37%    2,341 △ 59 3.26%    

不動産取引業 1,694 2.38%    1,731 37 2.41%    

県内本社（全て非上場） 710 1.00%    715 4 0.99%    

県外本社 983 1.38%    1,016 32 1.41%    

うち上場歴20年以上 561 0.79%    591 30 0.82%    

うち上場歴20年未満

+非上場
422 0.59%    425 2 0.59%    

公社・公団 707 0.99%    610 △ 97 0.85%    

不動産業向け貸出内訳不動産業向け貸出内訳

不動産取引業への取組み

戸建分譲用地購入資金取組
みにあたり、千葉県信用保証
協会と協調して対応

地域の健全な開発案件に対し前向きに資金対応地域の健全な開発案件に対し前向きに資金対応

千葉県信用保証協会との千葉県信用保証協会との
提携保証制度「スクラム」創設提携保証制度「スクラム」創設

10/8

商品不動産購入資金に商品不動産購入資金に
対する取組姿勢の一部見直し対する取組姿勢の一部見直し

10/10
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2011年3月期　業績予想

■

 

当期純利益の中計目標達成を目指す

※1.連結経常利益、連結当期純利益、配当性向、株主還元率以外は単体ベース
※2.株主還元率＝（配当金総額+自己株式取得額）÷連結当期純利益

<億円> 10/3期 11/3期 11/3期
うち下期

（実績） （計画） 10/3期比 （計画） （中計）

業務粗利益 1,621 1,615 △ 6 802 

資金利益 1,433 1,380 △ 53 684 

役務取引等利益 141 150 8 76 

特定取引利益 30 20 △ 10 12 

その他業務利益 16 65 48 29 

うち債券関係損益 △ 9 35 44 10 

経費 803 815 11 414 

実質業務純益 818 800 △ 18 387 900 

経常利益 534 630 95 293 

当期純利益 362 400 37 173 400 

実質信用コスト 194 125 △ 69 85 

連結経常利益 568 660 91 294 

連結当期純利益 375 415 39 181 415 

一株あたり配当 11円 11円

配当性向 26.1% 23.5%

株主還元率※2 26.1% 35.7%



中期経営計画「1st1st」の進捗

■
 

1.　業績の概要

■
 

資料編

■
 

2.　中期経営計画　「1st1st 」の進捗



14

新型スカイライナー新型スカイライナー

さらなる成長の可能性

平均乗車人員数（1日）

　当初、2010年度に27万人（採算ﾍﾞｰｽ）を計画

 
　　⇒

 

2009年度に11年前倒しで計画達成年前倒しで計画達成

■

 

大規模プロジェクトが牽引する「広域千葉圏」の成長力

つくばエクスプレスつくばエクスプレス

普通車料金を800円へ引下げ　（社会実験中）

 
（実験期間：2009/8/1～2011/3/31）

　⇒

 

交通量は前年比で55割増加割増加

東京湾アクアライン東京湾アクアライン

（出所）千葉県

2009年10月　B滑走路延伸（2,180m⇒2,500m）

2010年10月　年間発着枠増加について合意

 
　　　経済効果：約経済効果：約11兆円兆円

 
　　　雇用効果：約雇用効果：約33万人万人

成田空港成田空港

2010年7月　全線開通

 
　　　（日暮里～成田空港間が最速最速3636分分）

成田スカイアクセス成田スカイアクセス

ゆめ半島

 

千葉国体開催　･･･

 

2010年9～10月

 
　　　経済効果：経済効果：322322億円億円

千葉ロッテマリーンズ　日本シリーズ優勝

 
　　　経済効果：経済効果：102102億円億円

スポーツスポーツ

2010年10月　D滑走路供用開始、国際線就航

　⇒

 

対岸の木更津地域の産業活性化木更津地域の産業活性化

羽田空港羽田空港

30万回

20万回

現在 2014年度

（出所）地域振興連絡協議会

（出所）ちばぎん総研

（出所）ちばぎん総研

過去5年間で人口増加3％以上

 

（2004～2009）

　三井不動産が開発する

 

「三井アウトレットパーク」

 

で、最終的には最大級

 

の規模となる予定

2012年春OPEN予定

広域千葉圏

1,200万人

 

500万世帯

広域千葉圏広域千葉圏

1,2001,200万人万人

 

500500万世帯万世帯
千葉県千葉県

600600万人万人

250250万世帯万世帯

隣接地域隣接地域

600600万人万人

250250万世帯万世帯

（出所）三井不動産ホームページ

木更津市木更津市

成田市成田市

22万回

滑走路延伸

三井アウトレットパーク

 

木更津金田三井アウトレットパーク

 

木更津金田
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店舗戦略　

■

 

開発プロジェクトに沿って積極的に新設店舗を展開

茨城県千葉県

柏の葉キャンパス支店

三郷中央支店

八潮駅前支店

千住支店

秋葉原支店

守谷支店

印西牧の原支店千葉ﾆｭｰﾀｳﾝ支店鎌ヶ谷支店

木更津支店 木更津東支店

埼玉県

東京都

神奈川県

成田空港成田空港

滑走路延伸滑走路延伸

羽田空港羽田空港

国際化国際化
2012年2月　移転予定 2011年11月　移転予定

2011年12月　新設予定2011年3月　移転予定2011年2月　移転予定

2011年3月　新設予定

2007年5月　新設

2006年10月　新設

2008年12月　新設

2007年12月　新設

2009年3月　新設

ＪＲ武蔵野線

発着枠増加発着枠増加
成田新高速鉄道（成田スカイアクセス）

東京湾アクアライン

圏央道

つくばエクスプレス

開発が続く「つくばエクスプレス沿線」と「成田・羽田間の新成長ルート」開発が続く「つくばエクスプレス沿線」と「成田・羽田間の新成長ルート」

流山おおたかの森支店

05/3末 10/9末
05/3末比

国内店舗数 159 173 14

千葉県 150 155 5

県外 9 18 9

東京都 8 12 4

茨城県 0 2 2

埼玉県 0 3 3

大阪府 1 1 0

越谷レイクタウン支店

2011年6月　新設予定

南流山支店

イオンレイクタウンイオンレイクタウン

印西牧の原駅周辺印西牧の原駅周辺

下期以降の店舗移転予定

2010年10月 八千代支店

2011年1月 中山支店

2011年2月 安食支店

2013年7月 本八幡支店

2014年3月 東京営業部

木更津東支店木更津東支店
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1,502
1,916 2,071

1,573

2,171

4,087

3,075

0

1,000

2,000

3,000

4,000

09/3期 10/3期 11/3期

金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人①

融資新規先数融資新規先数※※

■

 

「広域千葉圏」における設備資金ニーズを確実にとらえ、融資新規先数の目標を達成

※主として大企業との取引を行う県外特別店の実績を控除して記載

（先）

中計目標

4,000先/年

中計目標

4,0004,000先先//年年

1.14

0.64
0.97

0.490.43
0.60

1.030.96
1.27

-3

-2

-1

0

1

2

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

千葉

茨城

埼玉

神奈川

東京

千葉県および隣接都県の貸出金対前年増減比（千葉県および隣接都県の貸出金対前年増減比（20102010年）年）

出店：日本銀行データベース

0

200

400

600

800

1000

08上 08下 09上 09下 10上

当行設備資金融資実行額（当行設備資金融資実行額（11億円以上）億円以上）

（億円）

（％）

下期

上期

不動産賃貸業

その他業種

千葉Ⅱ
18%

千葉Ⅰ
24%

常磐
20%

近東
27%

融資新規先数の地域別内訳融資新規先数の地域別内訳

資金需要の高まり資金需要の高まり

※

 

東京都東部（秋葉原、小岩、金町、錦糸町、みずえ、篠崎、葛西、深川、千住）

 

埼玉県東部（八潮駅前、三郷中央）

東京都

 

東部等

 

11%

（※）
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金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人②

■

 

成長業種への取り組みなどにより地域での金融仲介機能を強化

農業

10,251

4,284

4,216

4,151

3,246

3,210

3,053

2,828

2,777

2,693

北海道

茨城

千葉

鹿児島

宮崎

愛知

熊本

青森

新潟

栃木

農業産出額農業産出額

 

（単位：億円）

1,740

1,221

1,037

918

754

697

649

569

499

481

北海道

千葉

沖縄

静岡

長野

京都

東京

神奈川

福島

栃木

観光目的宿泊者数観光目的宿泊者数

 

（単位：万人）
出典：観光庁（2009年）

出典：農林水産省（2008年）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

0

50

100

150

200

250

PFIPFI実施件数実施件数//事業費事業費
出典：内閣府ＰＦＩ推進室（2009年）

（億円）

　2010年10月　営業開発部内に「成長ビジネスサポート室」設置

 
農業、観光、医療・介護、環境、ＰＦＩ、国際業務、ﾍﾞﾝﾁｬｰなどの成長分野に専担者を配置し、お客さまをサポート

 

　　20102010年年1010月　営業開発部内に「成長ビジネスサポート室」設置月　営業開発部内に「成長ビジネスサポート室」設置

 
農業、観光、医療・介護、環境、ＰＦＩ、国際業務、ﾍﾞﾝﾁｬｰなどの成長分野に専担者を配置し、お客さまをサポート

（件）

37.5
42.3

47.2
52.3

0

30

60

2010年度 2015年度 2020年度 2025年度

医療

ＰＦＩ観光

国民医療費見込み国民医療費見込み

（兆円）

出典：厚生労働省（2010年）

少子高齢化

 
の進展

 

少子高齢化

 
の進展

医療・介護
ニーズの拡大

医療・介護
ニーズの拡大

実施件数

事業費※

千葉県のＰＦＩ実施件数は

 
東京に次いで全国第全国第22位位

※ 事業費は、実施方針を公表した事業のうち、事業者選定により公共負担額が決定した事業の落札金額または当初契約金額

「千葉県観光ビジネス商談会」「千葉県観光ビジネス商談会」

09/12実施

10/8実施

「ちばぎんアグリ商談会」「ちばぎんアグリ商談会」
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金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：法人③

中国

■

 

シンガポール駐在員事務所を開設、アジアにおける顧客サポート体制を強化

インド

東南アジア

オセアニア

アジア有力銀行との業務提携アジア有力銀行との業務提携アジア有力銀行との業務提携

業務連携
2008年12月

お客さまの現地での

 
資金調達ニーズ

 
　　　　　　をサポート

上海駐在員事務所

香港支店

本部

バンコックトレーニー

シンガポール駐在員事務所

アジア進出ニーズ

 
現地情報ニーズ

 
ビジネスマッチング

 
　　　　　

その他海外支店その他海外支店その他海外支店

ニューヨーク支店ニューヨーク支店

ロンドン支店ロンドン支店
本部本部

アジアの顧客サポート体制アジアの顧客サポート体制アジアの顧客サポート体制

営業開発部

 
成長ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ室

 

営業開発部

 
成長ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ室

市場営業部

 
海外支店統括Ｇ

 

市場営業部

 
海外支店統括Ｇ

香港支店香港支店

バンコックバンコック

シンガポール

 
駐在員事務所

 

シンガポール

 
駐在員事務所

上海

 
駐在員事務所

 

上海

 
駐在員事務所

2011年2月

 
業務ﾄﾚｰﾆｰ派遣予定

2011年3月

 
事務所ＯＰＥＮ予定

2010年10月

 
　　国際業務1名増員

2009年6月設置

2010年4月

 
　　1名増員
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18,031

19,270

20,606

21,746

23,477

24,949

15,000

20,000

25,000

05/9末 06/9末 07/9末 08/9末 09/9末 10/9末

金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人①

■

 

借換案件が増加するなど、住宅ローンは昨年につづき堅調に推移

住宅ローン残高住宅ローン残高

（億円）

1,817

811
1,376

4,917

6,139

0

2,000

4,000

6,000

08上 08下 09上 09下 10上

分譲マンション着工件数分譲マンション着工件数

 
（千葉県）（千葉県）

（件）

21.8
13.813.2

17.6

28.2

1,821

1,5531,531
1,392

1,336

0

500

1,000

1,500

2,000

06上 07上 08上 09上 10上

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30
住宅ローン実行額住宅ローン実行額

（億円）

（％）

新築戸建

 

　＋建売

うち借換案件うち借換案件

 

の割合の割合

土地

中古ﾘﾌｫｰﾑ

借換

分譲ﾏﾝｼｮﾝ

分譲ﾏﾝｼｮﾝ

 

を除く実行

 

額は安定
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金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人②

■

 

コンサルティング機能のさらなる向上に向けて体制を強化

投
資
信
託

投
資
信
託

保
険
保
険

相
続
関
連
業
務

相
続
関
連
業
務

証
券
証
券

連携強化

コ
ン
サ

 
ル
テ

 
ィ
ン
グ

 
営

 
業

 
部　
　
　
　

コ
ン
サ

 
ル
テ

 
ィ
ン
グ

 
営

 
業

 
部　
　
　
　

コ
ン
サ

 
ル
テ

 
ィ
ン
グ

 
営

 
業

 
部　
　
　
　

営
業
店

営
業
店

営
業
店

09/10 設置

広域千葉圏

1414店舗店舗
（10/9末）

98/1298/12
窓販解禁窓販解禁

01/401/4
11次解禁次解禁

02/1002/10
22次解禁次解禁

05/1205/12
33次解禁次解禁

07/1207/12
全面解禁全面解禁

06/606/6
銀行本体で銀行本体で
取扱開始取扱開始

98/398/3
中央証券を中央証券を
グループ化グループ化

05/205/2
金融商品仲介業務金融商品仲介業務
取扱開始取扱開始
（委託証券会社：中央証券）（委託証券会社：中央証券）

地銀初

10/9末残高
4,6844,684億円億円

（地銀第第11位）位）

ウェルス
マネージャー

チ
ー
フ
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

広域千葉圏

169169店舗店舗
（10/9末）

10/4～

配置開始

10/4 任命

　グループ

10/10
紹介型仲介開始

本部所在地

設　　立

拠 点 数

預り資産残高

従業員数

1796年

ジュネーブ

17ヶ国23ヶ所

1,470億ｽｲｽﾌﾗﾝ

約1,900名

ロンバー・オディエ

 
　　　　　　ダリエ・ヘンチ銀行

※ 2010年2月末現在

日本法人と

 

業務提携

10/6

11/1
中央証券から

名称変更

従業員数

設立

業績等

1883年（旧小布施証券）

219名（平均勤続年数17年）

当期純利益　

 

252百万円

 
自己資本比率

 

1,091.3％

 
資本金　　　

 

4,374百万円

 
預り資産残高

 

　5,393億円
※ 2010年3月末現在
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ＣＲＭ更改　（ＣＲＭ更改　（20102010年年77月）月）

　　追加機能　　

 
　●

 

EBM(Event Based Marketing)機能　

 

　　　　　　　

 

　●

 

FP(Financial Planning)機能

新営業店システム導入新営業店システム導入

 　　　　　（　　　　　（20112011年年22月から順次）月から順次）

金融仲介機能の強化と質の高い金融サービスの提供：個人③

■

 

ＣＲＭシステムの更改、新営業店システムの導入による機能改善

2010年7月 2011年2月

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

 
ｻｰﾊﾞお

客
さ
ま

CRMｼｽﾃﾑ

 
（EBM機能）

推奨商品推奨商品

「「MYMYページ」ページ」
営業

 
（ﾃﾗｰ/渉外）

イベント検知イベント検知

セールスセールス

（例） 投信基準価額

 

10％下落

投資方針見直し

 

ｱﾌﾀｰﾌｫﾛｰ

大口入金

運用ニーズ

子供手当支給

教育資金準備

 

保障の見直し

第四銀行第四銀行第四銀行

中国銀行中国銀行中国銀行 伊予銀行伊予銀行伊予銀行

北國銀行北國銀行北國銀行

ＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクトＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクトＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクト
タッチパネル式

 
　　　　　対面ディスプレー

対面ディスプレー

 
　　ＦＰ機能などを活用し、対面提案

 
　　力強化

タッチパネル

 
　　インタビューシートなどへのパネル

 
　　入力により、お客さまの負担軽減

《

 

生涯資金繰り予想

 

》 《

 

保有ポートフォリオ分析

 

》

共同開発共同開発

共同開発共同開発
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強靭な経営態勢の構築

■

 

さらなる成長に向けて、営業店事務を合理化し、経営資源を効果的に配分

業務効率化推進委員会業務効率化推進委員会

09/9 設置

表裏一体

人材の再配置人材の再配置

本部

間接部門人員

本部

間接部門人員

営業店

事務人員

営業店

事務人員

法人渉外等法人渉外等

住宅ローン住宅ローン

投資型
金融商品販売

投資型
金融商品販売

業務効率化

業務見直し

業務効率化業務効率化

業務見直し業務見直し

5050人人

100100人人

営業人員

人材再配置プロジェクトチーム人材再配置プロジェクトチーム
人材の最適配置

再配置計画150人に対し
2010年10月までに130130人人再配置済

営業店事務改革営業店事務改革

2008　　2009　　2010　　2011　　　

営業店後方事務のセンター集中化

電話受付業務（08/10～）

喪失届等諸届管理業務（08/10～）

振込管理業務（09/5～）

第第11フェーズフェーズ

　　　　　　　　営業店業務プロセスの見直し

第第22フェーズフェーズ

　　　　　　　　　　　　　　　　新営業店システム

　　　　　　　　　　　　　　　　による事務改革

第第33フェーズフェーズ

（年）

済済

業務効率化プロジェクトチーム業務効率化プロジェクトチーム
徹底的な経費削減と事務の合理化

業業

 務務

 効効

 率率

 化化
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資本政策

11.19

11.63

12.20

13.55

8.36

9.68

10.72

12.14

12.80

11.70
11.39

10.17

4

6

8

10

12

14

06/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 10/9末

■

 

十分な自己資本で、地域へ円滑かつ安定的に資金を供給

(億円）

TierⅠ合計 5,903

資本金（全て普通株式）・資本剰余金 2,684

利益剰余金 3,323

連結子法人等の少数株主持分に
相当する額（優先出資証券無し）

131

その他 △ 236

（ご参考）

繰延税金資産（Ｂ/Ｓ計上額） 501

無形固定資産 93

リスクアセット 48,603

連結自己連結自己資本資本比率・比率・TierTierⅠⅠ比率比率

ＴｉｅｒⅠ比率

自己資本比率
(％)

09年12月 バーゼル銀行監督委員会市中協議案公表

10年7月

自己資本及び流動性に関する規制改革パッ

 
ケージ公表

普通株等普通株等TierTierⅠⅠへの繰延税金資産のへの繰延税金資産の

 
一部算入容認等一部算入容認等

10年9月

数値基準・スケジュールの公表

普通株等普通株等TierTierⅠⅠ比率比率77％・％・20182018年までの年までの

 
猶予期間猶予期間

自己資本比率規制強化と当行の資本政策自己資本比率規制強化と当行の資本政策

1010年年99月　自社株取得を発表月　自社株取得を発表

 
1010年年1010月　月　1010百万株（百万株（50.650.6億円）を取得億円）を取得

 
　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式の1.1％）

当行普通株等TierⅠ比率試算値：11.5％程度（10/9末）

質・量とも既に新規制に十分対応可能であることを確認

積極的な株主還元姿勢を維持積極的な株主還元姿勢を維持

当行初
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次期中期経営計画

「広域千葉圏」のポテンシャル　大大

「11stst 11stst （（ダブルファースト）ダブルファースト）」 　22ndnd StageStage

■

 

創立70周年を控え、地域の発展と当行の成長を共に可能とするビジネスモデルを構築する

　　　　　危機管理と成長への準備　　　　　　　　　　　　　　　　　　成長への飛躍　　　　　　　　危機管理と成長への準備　　　　　　　　　　　　　　　　　　成長への飛躍　　　成長への飛躍　　　

営業基盤の拡充営業基盤の拡充

「広域千葉圏」の店舗網拡充

営業態勢の強化

提案営業力の強化

財務体質の強化財務体質の強化

バーゼルⅢに対応した
　 自己資本の質・量の拡充

リスクコントロールリスクコントロール

企業業績悪化による
　 信用リスク増加への対応

リーマンショックによる
　 マーケットリスク顕在化への対応

≫ 新設店舗 -

 

14か店新設（2005年4月以降）

 
≫ 金融商品提案力の強化 -

 

コンサルティング営業部

 
≫ グループシナジーの実現 - ちばぎん証券

 
≫ アジアビジネス強化

 

-

 

シンガポール駐在員事務所

 
≫ 成長分野への取組強化 -

 

成長ビジネスサポート室

≫

 

高い収益性を確保し、強固な財務基盤を確立

 
　　　-

 

連結自己資本比率（09/3：11.70％⇒10/9：13.55％）

 
　　　-

 

連結TierⅠ比率（09/3：10.17％⇒10/9：12.14％）

 
　　　-

 

普通株等TierⅠ比率（10/9試算値：11.5％程度）

　　　　　　⇒　当行初となる自社株購入を実施（10/10）

≫

 

ユニット制導入による審査の独立性確保

 
　　　

 

-

 

実質信用コスト率低下（09/3：53bp⇒10/9：10bp）

 
≫

 

リスク管理・審査部門による市場部門の牽制強化

 
　　　

 

-

 

アウトライヤー比率（10/9：6.3％＜20％）

 
≫

 

保有株式の削減

 
　　　

 

-

 

株式簿価のTierⅠに占める割合（10/9：21.8％）

トップライントップライン

地銀　地銀　NO1NO1

成長余力成長余力

地銀　地銀　NO1NO1

収益力収益力

地銀　地銀　NO1NO1
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